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１Ｂ０７

政策立案・政策評価のための研究データ基盤

○七丈直弘（一橋大）

 はじめに

科学技術・イノベーション政策の分野において、

エビデンスに基づく政策立案（Evidence-Based 
Policy Making, EBPM）の重要性が増している

(Head, 2016; Parkhurst, 2016)。特に、政策立案

と評価をデータ駆動型で行うアプローチが注目

を集めており、そのための研究データ基盤の整備

が急務となっている(Mazzucato & Kattel, 2020; 
van de Ven & Johnson, 2006)。EBPM の概念は、

1990年代後半から2000年代初頭にかけて政策立

案の分野で注目されるようになった (Pawson, 
2006; Sanderson, 2002)。当初は主に医療や社会

政策の分野で発展したこの概念が、科学技術・イ

ノベーション政策の領域にも広がりを見せてい

る背景には、政策の効果性と効率性の向上を求め

る社会的要請がある(Flanagan & Uyarra, 2016; 
Martin, 2016)。 

本論文では、EBPM と研究データ基盤の密接な

関係性を理論的に明らかにし、国際比較分析を通

じて日本の現状と課題を詳細に分析する。さらに、

具体的な事例研究を通じて、研究データ基盤の活

用がどのように政策立案に貢献しているかを検

証する。また、方法論的考察や批判的分析を加え

ることで、EBPM と研究データ基盤の限界や潜在

的リスクについても議論を展開する。 
本研究の意義は、データ駆動型の政策立案・評

価アプローチにおける研究データ基盤の役割と

課題を理論的・実証的に明確化し、今後の発展経

路を学術的に考察する点にある。特に、COVID-
19 パンデミックの経験を踏まえ、急速に変化する

社会状況下での研究データ基盤の重要性と課題

についても考察を加える。 
 理論的枠組み と研究データ基盤の関係性

本節では、EBPM と研究データ基盤の関係性を

理論的に整理し、概念モデルを提示する。Pawson 
(2006)の現実主義的評価理論を援用し、研究デー

タ基盤がどのように EBPM のコンテキスト-メカ

ニズム-アウトカムの連鎖を支援するかを説明す

る。 
EBPM は、政策立案と評価のプロセスにおいて、

科学的エビデンスを体系的に活用することを目

指す概念である(Nutley et al., 2007)。この概念の

基盤には、合理的意思決定理論と政策学習理論が

ある(Sanderson, 2002)。合理的意思決定理論は、

政策立案者が利用可能な最善のエビデンスに基

づいて意思決定を行うことで、政策の効果性と効

率性を高めることができるとする考え方である。

一方、政策学習理論は、政策の実施とその結果の

評価を通じて、政策立案者が学習し、政策を改善

していくプロセスを重視する考え方である。これ

らの理論的基盤に立脚し、EBPM は政策のライフ

サイクル全体（立案、実施、評価、改善）におい

てエビデンスを活用することを提唱している。 
研究データ基盤は、EBPM を実現するための重

要な基盤インフラとして機能する。具体的には、

エビデンスの生成、統合、可視化、検証という役

割を果たす。研究活動から生み出されるデータを

体系的に収集、整理、保存し、異なるソースのデ

ータを連携させて複合的な分析を可能にする。ま

た、データを政策立案者が理解しやすい形で提示

し、データの品質管理や再現性の確保を通じてエ

ビデンスの信頼性を担保する。 
Pawson (2006)の現実主義的評価理論を基に、

EBPM と研究データ基盤の関係性を概念モデル

として提示すると、コンテキスト（社会経済状況、

既存の政策環境）、メカニズム（研究データ基盤を

活用したエビデンス生成と分析）、アウトカム（エ

ビデンスに基づく政策立案と評価）という連鎖と

して表現できる。このモデルにおいて、研究デー

タ基盤は「メカニズム」の中核を成し、コンテキ

ストに応じたエビデンスの生成と分析を可能に

する。これにより、より適切なアウトカム（政策

立案と評価）が実現される。 
 国際比較分析：日本と主要国の取り組み

本節では、日本と主要国（米国、EU、韓国）の

研究データ基盤と EBPM の取り組みを体系的に

比較分析する。制度的背景、技術的インフラ、人

材育成、政策プロセスの観点から比較を行い、日

本の特徴と課題を明確化する。 
米国では、連邦政府主導で EBPM と研究デー

タ基盤の整備が進められている。2018 年の

Foundations for Evidence-Based Policymaking 
Act（エビデンス法）により、連邦機関に EBPM
の実践が義務付けられた(U. S. Congress, 2018)。
技術的インフラとしては、STAR METRICS プロ

グラムにより、研究資金の投入から成果創出まで

を統一的に追跡するシステムが構築されている

(Lane & Bertuzzi, 2011)。人材育成面では、AAAS 
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Science & Technology Policy Fellowships など、

科学者を政策立案に関与させるプログラムが充

実している（AAAS, 2021）。政策プロセスにおい

ては、OMB（行政管理予算局）が EBPM の実践

をモニタリングし、各機関の取り組みを評価して

いる。 
EU では、加盟国間の協調と統合を重視した取

り組みが行われている。Horizon Europe プログ

ラムにおいて、オープンサイエンスと EBPM が

重要な柱として位置付けられている(European, 
2021)。技術的インフラとしては、European Open 
Science Cloud (EOSC)により、研究データの共有

と再利用を促進するインフラが整備されている

(Ayris et al., 2018)。人材育成面では、Marie 
Skłodowska-Curie Actions を通じて、研究者の流

動性と政策立案への関与を促進している。政策プ

ロセスにおいては、Science for Policy Handbook
の発行など、科学的知見の政策への活用を体系化

す る 取 り 組 み が 行 わ れ て い る (Šucha & 
Sienkiewicz, 2020)。 

韓国では、国家競争力の強化を目的として、

EBPM と研究データ基盤の整備が進められてい

る。第 4 次科学技術基本計画（2018-2022）にお

いて、EBPM の推進が明確に位置付けられている

（MSIT, 2018）。技術的インフラとしては、

National Science & Technology Information 
Service (NTIS)により、研究開発関連情報の統合

管理が実現されている(Yang et al., 2010)。人材育

成面では、韓国科学技術院（KAIST）などで、科

学技術政策の専門家育成が行われている。政策プ

ロセスにおいては、科学技術情報通信部（MSIT）
が中心となり、データに基づく政策立案・評価の

プロセスが確立されている。 
日本の取り組みを上記の国々と比較すると、い

くつかの特徴と課題が浮かび上がる。制度的背景

としては、第 6 期科学技術・イノベーション基本

計画でEBPMの重要性が明記されているものの、

法的拘束力のある制度化は進んでいない（内閣府, 
2021）。技術的インフラとしては、e-CSTI や

researchmap などの取り組みがあるが、データの

統合度や活用度が他国と比べて低い (内閣府 , 
2020)。人材育成面では、科学技術政策の専門家育

成プログラムが限定的であり、研究者と政策立案

者の交流も不足している。政策プロセスにおいて

は、EBPM の実践が各省庁の自主性に委ねられて

おり、統一的なアプローチが確立されていない。 
これらの比較分析から、日本の課題として、

EBPM の制度的基盤の強化、研究データ基盤の統

合と高度化、科学技術政策の専門人材の育成、政

策プロセスにおける EBPM の体系的導入が指摘

できる。これらの課題に取り組むことで、日本の

EBPM と研究データ基盤の整備が大きく前進す

る可能性がある。 
 事例研究：日本の科学技術政策における

と研究データ基盤の活用

本節では、具体的な政策事例を通じて、日本に

おける研究データ基盤の活用と EBPM の実践に

ついて詳細に分析する。成功事例と課題事例の両

方を取り上げ、バランスの取れた議論を展開する。 
成功事例として、第 6 期科学技術・イノベーショ

ン基本計画（2021-2025）の策定プロセスが挙げ

られる(内閣府, 2021)。このプロセスでは、e-CSTI
のデータ分析機能を活用し、日本の研究力の現状

と課題を可視化した。さらに、産学官の専門家に

よる議論に加え、市民参加型ワークショップを開

催し、多様な視点を取り入れた。計画の進捗を定

量的に評価する KPI を設定し、継続的なモニタリ

ングと改善のプロセスを組み込んだ点も特筆さ

れる。この事例は、研究データ基盤を活用した

EBPM が、より包括的かつ効果的な政策立案につ

ながることを示している。 
一方、課題として、大学改革における評価指標

の活用が挙げられる。研究評価においては、論文

数や外部資金獲得額などの定量的指標に過度に

依存し、研究の質や多様性が軽視される傾向があ

った。また、大学の特性や分野の違いを考慮せず、

画一的な評価が行われる場合もあった。その結果、

短期的な成果を重視する傾向が強まり、長期的・

挑戦的な研究が軽視される事態が生じたと言わ

れている。さらに、評価のためのデータ収集が大

学の負担となり、データの質や正確性に問題が生

じる場合があった。この事例は、EBPM と研究デ

ータ基盤の活用には慎重な設計と運用が必要で

あることを示唆している。 
これらの事例分析から、多角的なデータ活用、

コンテキストの考慮、長期的視点の導入、ステー

クホルダーの関与、フィードバックループの構築

の重要性が示唆される。これらの要素は、研究デ

ータ基盤を活用した EBPM が効果的に機能する

ために不可欠である。特に、定量的データと定性

的データの適切な組み合わせ、データ解釈におけ

る個別の状況や背景の考慮、短期的な成果だけで

なく長期的な影響も考慮したデータ収集と分析、

データの収集・分析・解釈のプロセスへの多様な

ステークホルダーの関与、そしてデータ分析結果

を政策に反映しその効果を継続的にモニタリン

グする仕組みの構築が重要である。これらの要素

を総合的に考慮することで、より堅牢で効果的な

EBPM の実践が可能になると考えられる。 
 方法論的考察：研究データ基盤を活用した

の課題と可能性

研究データ基盤を活用した EBPM には、デー

― 106―



タの信頼性、因果推論の問題、長期的影響の評価

など、いくつかの方法論的課題が存在する。本節

では、これらの課題について詳細に考察し、その

対応策を検討する。 
データの信頼性の問題は、研究データ基盤を活

用した EBPM の根幹に関わる課題である。デー

タの収集過程、保存方法、品質管理などが適切に

行われない場合、誤った分析結果や政策判断につ

ながる危険性がある。この課題に対しては、デー

タ収集・管理のプロトコルの標準化、第三者によ

るデータ監査システムの導入、データの出所や処

理過程の透明化などが有効な対策となりうる

(Wilsdon et al., 2015)。 
因果推論の問題は、政策の効果を正確に評価す

る上で重要な課題である。多くの場合、観察デー

タのみから政策の因果効果を特定することは困

難であり、単純な相関関係を因果関係と誤解する

危険性がある。この課題に対しては、ランダム化

比較試験（RCT）の導入、自然実験的状況の活用、

傾向スコアマッチングなどの準実験的手法の適

用が考えられる(Aagaard et al., 2021)。ただし、

これらの手法にも限界があり、常に適用可能とは

限らないことに注意が必要である。 
長期的影響の評価は、特に科学技術・イノベー

ション政策において重要な課題である。多くの政

策効果は短期間で顕在化せず、長期的な観察が必

要となる。しかし、長期的な観察には多大なコス

トがかかり、また社会経済状況の変化など外部要

因の影響を受けやすい。この課題に対しては、シ

ミュレーションモデルの活用、中間アウトカムの

設定と追跡、長期的な追跡調査システムの構築な

どが考えられる。特に、機械学習や人工知能技術

を活用した予測モデルの開発は、長期的影響の評

価に新たな可能性をもたらす可能性がある(Oecd, 
2023)。 

また、量的データと質的データの統合アプロー

チも重要な方法論的課題である。EBPM において

は、定量的な指標のみならず、定性的な情報も重

要な役割を果たす。両者を適切に組み合わせるこ

とで、より包括的な政策評価が可能となる。具体

的には、混合研究法（Mixed Methods Research）
の活用、質的比較分析（Qualitative Comparative 
Analysis）の導入、ナラティブ分析と統計分析の

統合などが考えられる(Leonelli, 2021)。 
これらの方法論的課題に対処することで、研究

データ基盤を活用した EBPM の信頼性と有効性

を高めることができる。ただし、完璧な解決策は

存在せず、常に批判的な検討と改善が必要である

ことを認識しておくべきである。 
 批判的分析： と研究データ基盤の限界と

リスク

EBPM と研究データ基盤の活用には多くの利

点がある一方で、その限界やリスクについても慎

重に検討する必要がある。本節では、これらの課

題について批判的に分析し、その対応策を考察す

る。 
まず、データ偏重主義の危険性が指摘できる。

数値化・定量化できる要素のみに注目し、定性的

な側面や文脈的要因を軽視する傾向が EBPM に

は存在する。これは、複雑な社会現象を単純化し

すぎる結果につながり、誤った政策判断を導く可

能性がある。この問題に対しては、定量的データ

と定性的データのバランスの取れた活用、多様な

専門家や市民の意見を取り入れる参加型アプロ

ーチの導入などが有効である（Hicks et al., 2015）。 
次に、政治的利用の問題がある。データや分析

結果が、特定の政治的意図や既存の政策を正当化

するために恣意的に利用される可能性がある。こ

の問題は、EBPM の本来の目的を歪め、政策の質

を低下させる危険性をはらんでいる。対策として、

データ分析プロセスの透明性確保、独立した第三

者機関によるチェック機能の強化、多様なステー

クホルダーによる監視システムの構築などが考

えられる(Parkhurst, 2016)。 
また、プライバシーとセキュリティの問題も重

要である。研究データ基盤の整備に伴い、個人情

報や機密情報の取り扱いがますます重要になっ

ている。データの匿名化や暗号化技術の向上、厳

格なアクセス管理システムの構築、倫理審査プロ

セスの強化などが必要となる (Munafò et al., 
2017)。 

さらに、EBPM アプローチの画一化による創造

性や革新性の阻害という問題も存在する。過度に

データや既存のエビデンスに依存することで、斬

新なアイデアや従来の枠組みを超えた政策立案

が抑制される可能性がある。この課題に対しては、

EBPM と創造的思考のバランスを取るための仕

組み作り、多様な背景を持つ人材の政策立案プロ

セスへの参加促進などが重要となる (Martin, 
2016)。 

これらの限界やリスクは、EBPM と研究データ

基盤の活用を否定するものではなく、むしろその

適切な運用のために認識しておくべき重要な点

である。これらの課題を常に意識し、対策を講じ

ることで、より堅牢で効果的な EBPM の実践が

可能となる。 
 学際的視点からの考察：関連分野の知見の統合

EBPM と研究データ基盤の発展には、科学技術

政策研究だけでなく、公共政策学、情報科学、科

学社会学など多様な分野の知見を統合すること

が不可欠である。本節では、これらの関連分野か
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らの視点を取り入れ、より包括的な分析を行う。 
公共政策学の観点からは、政策形成プロセスに

おける様々なアクターの相互作用や権力構造の

分析が重要である。EBPM が効果的に機能するた

めには、単にデータや分析結果を提供するだけで

なく、それらが政策決定者や利害関係者にどのよ

うに受容され、解釈されるかを理解する必要があ

る。また、政策の実施段階における組織間の調整

や資源配分の問題など、EBPM の実践に影響を与

える要因についても考慮が必要である (Head, 
2016)。 

情報科学の分野からは、ビッグデータ分析、機

械学習、人工知能などの先端技術の活用可能性が

注目される。これらの技術は、大量かつ複雑なデ

ータから有用な知見を抽出し、政策立案者の意思

決定を支援する可能性を持っている。一方で、ア

ルゴリズムの公平性や解釈可能性の問題、データ

バイアスの問題など、これらの技術の適用に伴う

倫理的・社会的課題についても十分な検討が必要

である。 
科学社会学の視点からは、科学技術と社会の相

互作用、科学的知識の生産・流通・利用のプロセ

スに関する洞察が得られる。特に、「モード 2」の

知識生産や「トランスディシプリナリー研究」の

概念は、EBPM における多様なステークホルダー

の関与や、学際的アプローチの重要性を理解する

上で有用である。また、科学技術の社会的影響評

価（テクノロジーアセスメント）の手法も、EBPM
の実践に応用可能な知見を提供している

(Nowotny et al., 2001)。 
これらの学際的視点を統合することで、EBPM

と研究データ基盤に関するより豊かな理解が得

られる。例えば、公共政策学の知見を活かした政

策形成プロセスの設計、情報科学の技術を応用し

た高度なデータ分析システムの構築、科学社会学

の視点を取り入れた多様なステークホルダーの

関与メカニズムの確立など、具体的な改善策を導

出することができる。 
また、これらの分野の統合は、EBPM と研究デ

ータ基盤に関する新たな理論的フレームワーク

の構築にもつながる可能性がある。例えば、「エビ

デンス・エコシステム」という概念を提案し、デ

ータの生成、分析、解釈、利用、フィードバック

の循環プロセスを包括的に捉える試みなどが考

えられる。 
このような学際的アプローチは、EBPM と研究

データ基盤の課題に対するより創造的で効果的

な解決策を生み出す可能性を秘めている。ただし、

異なる分野間の概念や方法論の違いを乗り越え、

真の意味での統合を実現するためには、分野横断

的な対話と協働の場の創出、学際的研究を促進す

る制度的支援などが必要となるだろう。 
 将来展望：研究データ基盤と の共進化プ

ロセス

最後に、研究データ基盤と EBPM の将来展望

について考察する。ここでは、社会技術システム

論(Geels, 2004)を用いて、両者の共進化プロセス

を説明し、今後の発展経路を理論的に予測する。 
社会技術システム論によれば、技術革新と社会

変革は相互に影響を与えながら進行する。この視

点から研究データ基盤と EBPM の関係を捉える

と、技術的側面（データ収集・分析技術、情報イ

ンフラ等）と社会的側面（政策立案プロセス、組

織文化、制度等）が相互に作用しながら発展して

いくプロセスとして理解できる。 
短期的には、研究データ基盤の技術的向上（例：

AI を活用したデータ分析、ブロックチェーン技術

によるデータの信頼性確保）が EBPM の実効性

を高め、それがさらなる研究データ基盤への投資

を促すという正のフィードバックループが形成

されると予想される。 
中期的には、EBPM の実践が組織文化や政策形

成プロセスの変革を促し、それが新たなデータニ

ーズを生み出すことで研究データ基盤のさらな

る発展につながるという、より大きな循環が生ま

れると考えられる。例えば、エビデンスに基づく

意思決定が組織の標準的プラクティスとなるこ

とで、より詳細かつ多様なデータの需要が高まり、

それに応じて研究データ基盤の機能が拡張され

ていくといったプロセスが想定される。 
長期的には、研究データ基盤と EBPM の発展

が、より広範な社会システムの変革をもたらす可

能性がある。例えば、オープンサイエンスの推進、

市民参加型の政策形成、科学と政策の境界の再定

義などが進展し、それがさらに研究データ基盤と

EBPM の在り方に影響を与えるという重層的な

共進化プロセスが展開されると予測される

(OECD, 2021a)。 
しかし、この共進化プロセスは必ずしも線形的

または予定調和的に進行するわけではない。技術

的限界、制度的慣性、価値観の衝突などにより、

一時的な停滞や後退が生じる可能性もある。例え

ば、プライバシー保護の要請と詳細なデータ収集

のニーズが対立する場面や、短期的な政治的利害

とエビデンスに基づく長期的視点が相反する状

況などが想定される。 
これらの課題を乗り越え、研究データ基盤と

EBPM の持続的な共進化を実現するためには、以

下のような取り組みが重要となるだろう。 
1. 柔軟かつ適応的な制度設計：技術の進歩や

社会のニーズの変化に迅速に対応できる

制度的枠組みの構築。 
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2. 学際的研究の促進：技術、政策、社会の相

互作用を包括的に理解し、課題解決に取り

組むための分野横断的な研究の推進。 
3. 継続的な対話と合意形成：多様なステーク

ホルダー間の対話を促進し、価値観の対立

を調整するためのプラットフォームの整

備。 
4. 倫理的・法的・社会的課題（ELSI）への

取り組み：研究データ基盤と EBPM の発

展に伴う倫理的問題や社会的影響を継続

的に検討し、適切な対応策を講じる体制の

構築。 
5. 国際協調の強化：グローバルな課題に対応

するため、研究データ基盤と EBPM に関

する国際的な協力体制の確立。 
これらの取り組みを通じて、研究データ基盤と

EBPM は相互に刺激し合いながら発展し、より効

果的かつ責任ある科学技術・イノベーション政策

の実現に貢献していくことが期待される。 
 結論

本研究では、政策立案・政策評価のための研究

データ基盤と EBPM の関係性について、理論的

考察、国際比較分析、事例研究、方法論的検討、

批判的分析、学際的視点からの考察、将来展望と

いう多角的なアプローチで検討を行った。 
その結果、研究データ基盤と EBPM が密接に

関連し合いながら発展していくプロセスが明ら

かになった。両者は単なる技術的・方法論的ツー

ルではなく、政策形成の在り方や科学と社会の関

係性を根本から変革する可能性を秘めている。 
一方で、データの信頼性、因果推論の困難さ、

長期的影響の評価、データ偏重主義の危険性、政

治的利用の問題、プライバシーとセキュリティの

課題など、克服すべき多くの課題も存在すること

が明らかになった。これらの課題に対処するため

には、技術的解決策だけでなく、制度設計、組織

文化の変革、倫理的配慮、多様なステークホルダ

ーの関与など、多面的なアプローチが必要である。 
日本の文脈では、EBPM の制度的基盤の強化、研

究データ基盤の統合と高度化、科学技術政策の専

門人材の育成、政策プロセスにおける EBPM の

体系的導入などが喫緊の課題として浮かび上が

った。これらの課題に取り組むことで、日本の科

学技術・イノベーション政策の質の向上と国際競

争力の強化につながることが期待される。 
特に、日本の e-CSTI や researchmap などの取

り組みは、研究データ基盤の整備において重要な

一歩を踏み出しているが、さらなる発展が求めら

れる。例えば、これらのプラットフォームの機能

拡充、データの質と網羅性の向上、他のデータベ

ースとの連携強化などが必要である。 

今後の研究課題としては、研究データ基盤と

EBPM の共進化プロセスをより詳細に分析する

ための理論的フレームワークの構築、具体的な政

策事例を通じた長期的な効果の検証、国際比較研

究の深化などが挙げられる。また、急速に発展す

る AI やビッグデータ技術の活用可能性と課題に

ついても、継続的な検討が必要である。 
最後に、研究データ基盤と EBPM の発展は、単

に政策立案・評価の効率化や精緻化にとどまらず、

科学と政策、そして社会との関係性を再構築する

契機となる可能性がある。この観点から、本研究

の知見が、より広範な科学技術ガバナンスの議論

に貢献することを期待する。 
特に、オープンサイエンスの推進や市民参加型

の政策形成など、科学と社会の新たな関係性の構

築に向けた動きと、研究データ基盤や EBPM の

発展を有機的に結びつけていくことが重要であ

る(Oecd, 2021b)。これにより、より包括的で民主

的な科学技術政策の実現が可能となるだろう。 
同時に、研究データ基盤と EBPM の発展が、研究

者の自律性や創造性を阻害することのないよう、

慎重な配慮も必要である。エビデンスに基づく政

策立案の重要性を認識しつつも、科学の本質的な

不確実性や予測不可能性を尊重し、多様な研究ア

プローチを許容する柔軟な政策枠組みの維持が

求められる(Martin, 2016)。 
結論として、研究データ基盤と EBPM は、科学

技術・イノベーション政策の質的向上と、科学と

社会の新たな関係性構築に向けた重要なツール

であり、その発展と適切な活用は今後ますます重

要となるだろう。しかし、その実現には技術的、

制度的、倫理的な多くの課題が存在する。これら

の課題に対して、学際的アプローチと国際的な協

調を通じて取り組むことが、今後の科学技術政策

研究の重要な使命となるだろう。 
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